
令和４年度 県民相談の概要 

 

１ 概 況 

  令和４年度の県民相談は、県民相談総合センターと春日部、川越、熊谷の各地方庁舎に

 おいて実施しました。 

    

（１）県民相談総合センターでの県民相談 

    県民相談・行政相談及び弁護士、司法書士による法律相談を実施しました。 

    相談は、県民相談・行政相談が月曜日から金曜日までの毎日実施（祝日、年末年始

 を除く）。 

 法律相談は、相談日を定めて実施しました。 

    

（２）各地域の弁護士による法律相談 

    春日部、川越及び熊谷の各地方庁舎で、月１回、弁護士による法律相談を実施しま

 した。 

       

２ 相談の内容 

   相談件数は３，９６７件（前年度４，２９５件）で、前年度と比較し３２８件、 

  ７．６％減少しました。 

  

（１）相談場所別件数 

    ・県民相談総合センター      ３，８６８件（構成比９７．５％） 

                         （前年度４，２０６件） 

      ・各地域（３地方庁舎）          ９９件（構成比 ２．５％） 

                         （前年度８９件） 

 

    県民相談総合センターの相談件数は３，８６８件で、前年度４，２０６件と比較し 

  ３３８件、８．０％減少しました。 

    また、各地域での相談件数は９９件で、前年度８９件と比較し１０件、１１．２％増

加しました。 



（２）相談内容別件数 

    ・県行政に関するもの             ８９５件（構成比２２．６％） 

    ・その他の行政等に関するもの            ２３０件（ 同  ５．８％） 

      （その他の内訳） 

    ・国行政に関するもの             ６３件 

    ・市町村行政に関するもの          １３７件 

    ・公社・公団などに関するもの         ３０件 

    ・民事問題に関するもの            １，２５２件（ 同 ３１．５％） 

    ・家庭問題に関するもの         １，５９０件（ 同 ４０．１％） 

                                     合 計       ３，９６７件 

  

    相談を内容別にみると、次のとおりです。 

  
（県行政に関するもの） 

  県行政に関する相談件数は８９５件であり、前年度１，０２０件と比較し１２５件  

 減少しました。 

     このうち、主な相談は、以下のとおりです。       

   ・総務、県民生活部門に関連したもの        ３８８件（４８８件）    

      消費生活関係５３件、女性政策関係１７件など 

 

    ・産業労働部門に関連したもの           １３０件（１３２件） 

         勤労者福祉（労政）関係６１件、中小企業指導関係３８件など 

    

   ・警察部門に関連したもの             １１１件（ ９６件） 

         刑事事件関係７７件、道路交通法関係８件など  

 

    ・福祉部門に関連したもの              ８６件（ ７７件） 

    母子・父子児童関係１９件、生活保護関係１４件など 

  

  ・保健医療部門に関連したもの                       ７９件（１０５件） 

  病医院関係３３件、国民健康保険関係６件など 

 

  ・都市整備部門に関連したもの            ４２件（ ５０件） 

         宅地建物取引業法関係１９件、県営住宅関係８件など 

 

  ＊注：（ ）内の数値は前年度の件数を表す。以下同様 

 

（国・市町村・公益的事業に関するもの） 

  その他の行政等に関する相談件数は２３０件で、前年度の２３３件と比較し３件 

減少しました。 



    ・国行政に関連したもの               ６３件（ ５１件） 

    国税関係２７件、登記関係９件など 

 

    ・市町村に関連したもの              １３７件（１５５件） 

    福祉行政・生活保護受給関係５５件、市町村税９件など 

 

    ・公社・公団・公益的事業に関連したもの       ３０件（ ２７件） 

    年金事業関係６件など 

 

 （民事問題に関するもの） 

   民事問題に関する相談件数は１，２５２件で、前年度の１，３８４件と比較し 

  １３２件減少しました。 

   主な相談内容は、次のとおりです。 

          金銭貸借・保証関係      ２２３件  （  ２２９件） 

          相隣関係           ２０１件  （  ２５６件） 

          土地家屋貸借関係       １８６件  （  ２２０件） 

          損害賠償関係         １４４件  （  １５９件） 

                               

 （家庭問題に関するもの） 

   家庭問題に関する相談件数は１，５９０件で、前年度の１，６５８件と比較し６８件

減少しました。 

   主な相談内容は、次のとおりです。 

          遺産相続関係         ８４９件  （  ９４７件） 

          離婚・婚約不履行関係     ４３６件  （  ３８９件） 

          親族関係           １９９件  （  ２０２件） 

 
３ 相談の種類別件数 

 (1) 法令の規定や問題解決方法等についての照会  ３，９６２件（ ４，２９４件） 

 (2) 行政等に対する要望                 １件（     １件） 

 (3) 行政等に対する苦情                 ０件（     ０件） 

 (4) 行政等に対する意見                 ４件（     ０件） 

     合  計                  ３，９６７件（ ４，２９５件） 

 

４ 相談の方法別件数 

 (1) 来訪によるもの                 ４５４件（   ３９９件） 

 (2) 電話によるもの               ３，４２０件（ ３，７７８件） 

 (3) 市町村に巡回して受理したもの            １件（     ３件） 

 (4) 文書、メール等によるもの             ９２件（   １１５件） 

   合  計                  ３，９６７件（ ４，２９５件） 

 



５ 相談の処理別件数 

 (1) 相談に対して即座に回答したもの       ３，９５７件（ ４，２９２件） 

 (2) 斡旋                        ０件（     ０件） 

 (3) その他                      １０件（     ３件） 

    合  計                  ３，９６７件（ ４，２９５件） 

 

６ 相談の対応別件数 

 (1) 職員による対応               ３，５４４件（ ３，９０６件） 

 (2) 弁護士・司法書士による対応           ４２３件（   ３８９件） 

    その内訳（民事・家庭相談等）          ４２２件（   ３８６件） 

                （債務相談）                      １件（     ３件） 

    合  計                  ３，９６７件（ ４，２９５件） 

 


